
１票１票でで変える、変わる変える、変わる

政治と未来政治と未来

今月のキーワード今月のキーワード

野党共同法案（その２）

　2017年11月から12月では、森友・加計問題などで浮上した公文書管理の「抜け穴」をふさぐ公文書管理法改正案を皮切りに、カ
ジノ解禁推進法廃止法案と共謀罪廃止法案の３法案を提出。2018年の通常国会ではさらに17本の法案を提出。なかでも、全原発の
速やかな停止・廃炉を掲げた原発ゼロ基本法案を、市民団体とも話し合いながら、共産、立憲民主、自由、社民の４党で提出でき
たことは画期的な意義をもちます。痛ましい児童虐待事件が相次ぐ中、自治体や関係施設の意見などを踏まえて取りまとめた児童
相談所緊急強化法案や、介護や保育の担い手の処遇改善を促す法案も提出。これらの法案の多くは継続審議となっています。

今月のキーワード今月のキーワード

野党共同法案（その１）

　立憲民主、国民民主、共産、自由、社民、野党５党は、夏の参院選に向け、安倍政権への対立軸として安保法制の廃止法案を提
出し、野党共闘の基本政策の柱としています。安保法制は他国を武力で守る集団的自衛権の行使容認を柱とし、違憲との批判が根
強いものです。2016年３月の施行に先立ち、当時の野党５党が廃止法案を衆院に共同提出しましたが、2017年９月の衆院解散で廃
案となっていました。2017年10月の総選挙以後、2018年７月の通常国会閉幕まで、野党で衆院に共同提出した法案は20本に上って
います。「原発ゼロ」から福祉施策の拡充まで多岐にわたる分野で市民と野党の共闘の政策的発展を示しています。

おおさか自治体の仲間　2019年６月15日　第354号 ２３ 2019年６月15日　第354号　おおさか自治体の仲間

　大阪自治労連の仁木組織部長の
「労働組合の『仲間づくり』～職
場から組合活動を活性化させるた
めに～」、事業本部の丹羽野事務
局長からは「自治労連共済を職場
で語ろう」の講演。その後、今の
到達に違いがある中、参加単組な
どから今後の目標や決意が語られ
ました。

　

府
内
の
自
治
体
交
渉
で
は
「
公
務
の
運
営
は

任
期
の
定
め
の
な
い
常
勤
職
員
が
原
則
」
で
あ

る
こ
と
を
確
認
し
な
が
ら
、「
同
一
労
働
同
一

賃
金
」「
住
民
福
祉
の
向
上
」
の
立
場
で
非
正

規
公
務
員
の
処
遇
改
善
を
求
め
て
き
ま
し
た
。

い
よ
い
よ
、
新
制
度
の
協
議
が
ヤ
マ
場
を
む
か

え
ま
す
。

① 

こ
の
制
度
は
任
用
の
適
正
化
と
、
非
正
規
職

員
の
処
遇
改
善
が
目
的
。

② 

公
務
の
運
営
は
任
期
の
定
め
の
な
い
常
勤
職

員
が
原
則
。

③ 

賃
金
・
労
働
条
件
の
改
善
に
向
け
て
条
例
・

規
則
の
整
備
を
労
使
合
意
で
行
な
う
。

④ 

「
同
一
労
働
同
一
賃
金
」
に
基
づ
く
処
遇
改

善
。

⑤ 

労
働
時
間
は
職
場
・
仕
事
の
実
情
を
考
慮

し
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
に
支
障
が
な
い
よ
う
に

す
る
。

⑥ 

財
政
問
題
を
理
由
に
フ
ル
タ
イ
ム
を
パ
ー
ト

タ
イ
ム
に
す
る
よ
う
な
こ
と
は
許
さ
な
い
。

⑦ 

希
望
者
全
員
を
任
用
継
続
さ
せ
る
。

⑧ 

任
用
は
面
接
や
書
類
選
考
で
行
な
う
。

⑨ 

昇
給
制
度
を
設
け
る
。

⑩ 
正
規
職
員
と
同
等
の
、
社
会
保
険
、
災
害
補

償
、
労
働
安
全
衛
生
、
福
利
厚
生
、
研
修
等

を
行
な
う
。

⑪ 

期
末
手
当
な
ど
に
必
要
な
財
源
の
保
障
を
、

あ
ら
ゆ
る
方
法
で
国
に
働
き
か
け
る
。

⑫ 

条
例
化
を
待
た
ず
、
賃
金
・
手
当
の
改
善
、

「
空
白
期
間
」
の
解
消
、
正
規
職
員
と
同
等

の
休
暇
制
度
・
福
利
厚
生
・
労
働
安
全
衛
生

教
育
を
た
だ
ち
に
行
な
う
。

　

こ
れ
ら
の
事
項
を
確
認
し
て
、
具
体
的
な
協

議
に
は
い
り
ま
し
ょ
う
。
ま
た
、
疑
義
が
生
じ

た
場
合
は
交
渉
の
場
に
戻
し
ま
し
ょ
う
。

会
計
年
度
任
用
職
員
制
度

協
議
に
入
る
前
に
確
認
す
る
事
項

協
議
に
入
る
前
に
確
認
す
る
事
項

労
使
協
議
を
重
ね

賃
金
・
労
働
条
件
の
改
善
へ

５月30日、中河南地協主催の組織集会が
開催され、５単組23人が参加しました。

人
員
不
足
、
長
時
間
労
働

人
員
不
足
、
長
時
間
労
働

生
み
だ
す
安
倍
政
治

生
み
だ
す
安
倍
政
治

　

い
ま
職
場
で
は
、
人
員
不
足
、
長

時
間
労
働
な
ど
問
題
が
山
積
み
で

す
。
こ
の
４
月
か
ら
時
間
外
労
働
を

初
め
て
法
的
に
規
制
し
ま
し
た
が
、

月
45
時
間
・
年
間
３
６
０
時
間
と
世

界
に
比
べ
て
と
て
も
長
く
、
さ
ら
に

月
１
０
０
時
間
未
満
も
可
能
、
ま
た

一
部
の
労
働
者
に
は
労
働
時
間
規
制

を
な
く
し
過
労
死
を
生
み
だ
す
「
働

　

私
た
ち
の
仕
事
・
く
ら
し
は
、
政
治
と
無
関
係
で
は
過
ご
せ
ま
せ

ん
。
賃
金
・
雇
用
・
労
働
時
間
、
保
育
・
福
祉
、
毎
日
の
業
務
は
国

会
で
法
律
な
ど
が
決
め
ら
れ
る
こ
と
が
直
接
影
響
し
ま
す
。
参
議
院

選
挙
が
７
月
４
日
公
示
21
日
投
票
で
行
わ
れ
る
見
通
し
で
す
。

　

平
気
で
ウ
ソ
を
つ
く
、
デ
ー
タ
の
改
ざ
ん
を
す
る
な
ど
、
戦
後
最

悪
の
安
倍
政
治
を
変
え
る
た
め
、
野
党
共
闘
も
進
ん
で
い
ま
す
。

き
方
改
革
一
括
法
」
が
、
自
民
・
公

明
・
維
新
な
ど
の
賛
成
で
可
決
成
立

し
ま
し
た
。
ま
た
、
刑
法
で
禁
止
さ

れ
て
い
る
賭
博
で
あ
る
カ
ジ
ノ
を
合

法
化
す
る
「
カ
ジ
ノ
実
施
法
」
も
自

民
・
公
明
・
維
新
の
賛
成
で
成
立
し

て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
安
倍
首
相
は
、
海
外
で
戦

争
で
き
る
国
づ
く
り
を
す
す
め
、
憲

法
「
改
正
」
に
固
執
し
、
維
新
も
後

押
し
し
て
い
ま
す
。
ト
ラ
ン
プ
大
統

領
の
い
い
な
り
に
先
制
攻
撃
用
Ｆ
35

Ａ
戦
闘
機
な
ど
の
爆
買
い
を
進
め
て

い
ま
す
。
軍
事
費
を
飛
躍
的
に
増
や

し
、
そ
の
一
方
で
社
会
保
障
や
地
方

自
治
も
つ
ぶ
そ
う
と
し
て
い
ま
す
。

消
費
税

消
費
税
1010
％
に
増
税

％
に
増
税

公
務
労
働
を
儲
け
の
道
具
に

公
務
労
働
を
儲
け
の
道
具
に

　

働
く
者
の
実
質
賃
金
が
下
が
り
、

く
ら
し
が
大
変
に
な
っ
て
い
ま
す
、

こ
の
う
え
消
費
税
が
引
き
上
げ
ら
れ

れ
ば
、
さ
ら
に
生
活
が
し
ん
ど
く
な

り
ま
す
。
消
費
税
の
引
き
上
げ
を
ス

ト
ッ
プ
し
、
大
企
業
や
富
裕
層
に
課

税
し
て
財
源
を
確
保
す
る
こ
と
こ
そ

必
要
で
す
。
ま
た
、
自
治
体
の
様
々

引
に
進
め
る
「
無
償
化
」
は
、
こ
の

ま
ま
実
施
さ
れ
れ
ば
「
自
治
体
の
負

担
は
増
え
る
一
方
で
、
待
機
児
童
は

解
消
さ
れ
ず
、
格
差
は
広
が
り
、
保

育
の
質
は
低
下
す
る
」
と
、
保
育
・

行
政
関
係
者
の
間
で
危
機
感
が
ひ
ろ

が
っ
て
い
ま
す
。

　

今
、
政
治
に
求
め
ら
れ
て
い
る
こ

と
は
、
地
方
財
政
を
確
立
さ
せ
、
正

規
職
員
の
大
幅
増
員
や
国
・
自
治
体

の
責
任
に
よ
る
住
民
福
祉
の
向
上
で

す
。
自
治
体
労
働
者
が
住
民
の
命
と

く
ら
し
最
優
先
の
立
場
に
立
っ
て
仕

事
を
す
る
こ
と
が
、
誰
も
が
安
心
し

て
く
ら
せ
る
地
域
づ
く
り
へ
つ
な
が

り
ま
す
。

「「
棄
権
棄
権
」」＝＝「「
生
活
悪
化
」

生
活
悪
化
」

「「
投
票
投
票
」」＝＝「「
く
ら
し
改
善
」

く
ら
し
改
善
」

　

こ
の
異
常
な
政
治
を
変
え
る
た

め
、
今
、
野
党
は
共
闘
し
て
一
人
区

の
候
補
を
一
本
化
し
、
共
同
法
案
も

こ
れ
ま
で
20
本
を
超
え
て
提
出
し
て

い
ま
す
。
仕
事
・
く
ら
し
を
良
く
す

る
た
め
に
、選
挙
に
行
き
ま
し
ょ
う
。

建
に
も
支
障
を
き
た
し
て
い
ま
す
。

　

「
幼
児
教
育
・
保
育
の
無
償
化
」

は
、
本
来
子
育
て
世
帯
の
願
い
で
あ

り
、
歓
迎
す
べ
き
こ
と
で
す
が
、
消

費
税
増
税
分
を
財
源
と
し
て
国
が
強

職場か
ら対話と組織拡大をすすめよう中河南地協

組 織 集 会

消費税10％ 増税しなくても財源はあります消費税10％ 増税しなくても財源はあります

政府が進める　　　　　　　　　　　　政府が進める　　　　　　　　　　　　
幼児教育・保育の「無償化」はウソ幼児教育・保育の「無償化」はウソ

０歳～２歳　住民税非課税世帯のみが対象０歳～２歳　住民税非課税世帯のみが対象
　　　　　　認可外施設は補助の上限４万2000円　　　　　　認可外施設は補助の上限４万2000円
３歳～５歳　原則として全世帯が対象３歳～５歳　原則として全世帯が対象
　　　　　　認可外施設は補助の上限３万7000円　　　　　　認可外施設は補助の上限３万7000円
※補助の上限をこえれば、自己負担※補助の上限をこえれば、自己負担
※給食費は実費徴収※給食費は実費徴収
※幼稚園類似施設（幼児教室）は「無償化」の対象外※幼稚園類似施設（幼児教室）は「無償化」の対象外

な
事
業
に
儲
け
最
優
先
の
企
業
参
入

を
進
め
、
公
務
員
を
減
ら
し
続
け
て

き
た
こ
と
が
、
医
療
・
介
護
・
教
育

な
ど
身
近
な
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
後
退

さ
せ
、
災
害
対
応
・
復
興
や
生
活
再税金の使い方を　　

変えたらええんやね

幼児教育・保育の「無償化」に
7800億円 の

財源が必要というけれど…

戦闘機（F35A戦闘機 １機116億円）の
「爆買い」を
やめれば 　6.2兆円➡


